
がんばる漁業復興支援事業

＜対策のポイント＞
地域で策定した漁業復興計画に基づき、漁業の本格的な再開に向けて生産量の回復を目指す事業を行う水産業協同組合等に対し、必要な経費を助成
します。また、福島県や近隣県において、単一魚種に頼らない柔軟な経営体制への転換等を図るため、対象地域を青森県から千葉県まで拡大します。

＜事業目標＞
被災地における水揚量及び水揚金額の回復（100％［令和11年度まで］）

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．漁業復興支援運営事業

漁業者、流通・加工業者、地方公共団体等が一体となり、収益性向上等による
漁船漁業の復興を図る漁業復興計画の策定・審査等を支援します。

２．がんばる漁業復興支援事業
東日本大震災に伴う東京電力福島第一原子力発電所の事故等の影響を受けて
収益性が悪化し、操業又は漁業経営に支障を来している漁業者が、地域で策定し
た漁業復興計画に基づき実施する取組について、以下の３つの支援メニューにより、
必要な経費を助成します。
また、福島県及び近隣県（青森県～千葉県）において、漁獲量が急速に減少し
ているサンマ、サケ等への依存度が高いことから、被災地域の水産業の復興を支援す
るため、漁獲対象種・漁法の複数化、複数経営体の連携による協業化や共同経営
化等の取組を支援します。
①新船導入による収益性改善の事業
新船導入により収益性の高い操業体制の確保を図る取組を支援。

②既存船活用による収益性回復の事業
既存漁船を活用して収益性の高い操業体制の確保を図る取組を支援。

③福島県における生産回復の事業
生産量の震災前の５割以上への回復を図る取組を支援。

国 特定非営利活動法人
水産業・漁村活性化推進機構

定額

＜事業の流れ＞

・操業費用等経費（1/2以内等）
・運転経費

漁業協同組合等
定額

［お問い合わせ先］（１、２の事業）水産庁研究指導課（03-6744-0205）

漁業復興計画の策定

がんばる漁業復興支援事業による支援

漁業協同組合等が認定漁業復興計画に基づく収益性向上等の事業を実施

水揚金
燃油費、えさ代、氷代、魚箱
代、その他の資材費、販売
費 等

<運転経費>

漁船減価償却費、漁具等減価償
却費、消耗品費、通信費、修繕
費、人件費 等

<操業費用
等経費>

操業費用等経費
の1/2以内等を
基金から助成

基金に返還

返還は不要

基金から全額助成

【令和３年度 期首基金残高 585億円の内数】

〇関係漁業者、漁業協同組合、流
通・加工業者、地方公共団体等が、
地域漁業復興協議会を構成。
〇地域一体となって漁業復興計画を
策定します。

収益性の高い
操業体制への転換

生産量の震災前の
５割以上への回復

省エネ型高性能漁船
（多目的化、ICT技術を含む）

◌ 省エネ船型／推進機関
◌ 省力型漁労機器
◌ 高鮮度保持魚倉
◌ 高機能冷凍設備 等


	スライド番号 1

